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財政状態変動表の目的

佐 藤 倫 正

1．序

　いわゆる資金計算書（Funds　statement，　Statement　of　sources　and　appli－

cation　of　funds）がどのような目的で作成されどのように利用されるかにつ

いては，会計文献に資金計算書が登場して以来このかた，様々な形で述べら

れてきた。あまりにもそれらの主張が交錯し，また，一致を見ないところが

ら，米国における資金計算書の歴史を研究したローゼンとデコスター（ROSen

＆DeCoster）は，その結論において次のように述べている。

　　　「要するに，（そのあらゆる形式をとる）“資金”計算書は，貸借対照表，損益

　　計算書や剰余金計算書によっては開示されない財務的な情報や見通しについて，

　　ありとあらゆることを報告することが求められている。すなわち，“資金”計算書

　　は，ある種の定義の流動性の変化を説明せねばならず，すべての重要な“企業間

　　取引”を明らかにせねばならず，なんらかの方法で現金（あるいは“現金類似項

　　目”）と発生主義会計との調整をせねばならず，弾力的でなければならず，ひと味

　　違った側面を報告せねばならず，そして，素人に理解し易いものでなければなら

　　ない。明らかに，会計士たちは一つの報告書に余りにも多く果たすことを期待し
　　　　　｛1＞
　　ている。」

　資金計算書の作成が制度的に義務づけられるようになってからも，資金計

（工）W．A．　Rosen　and　D．　T．　DeCoster，　Funds　Statement；AHistorical　Perspec－

　tive，　The　Accounting　Review，　January　1969，　p．　136一
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90

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
算書の諸目的の中のどの目的を重視するかについて議論が投げかけられ，現

時点においても，資金計算書の目的に関する一般的合意は成立していないよ

うに思われる。この現状について染谷教授は次のように言われる。

　　　「明らかに，われわれは，資金計算書に対し，一方において，負債に対する企

　　業の支払能力についての情報を提供することを期待し，他方において企業の財政

　　状態の変化についての情報を提供することを期待している。資金会計の目的もま

　　た多様である。われわれは，いまこれを，にわかに，いずれかひとつに方向づけ

　　　　　　　　　　　　　　　（3）
　　ることはできない，と考えている。」

　財政状態変動表（Statement　of　changes　in　financial　position）という
　　　　　　　　　　　　（4）
名称は，APB意見書第19号の『財政状態変動表』の公表以来，資金計算書に

代わって用いられることが多くなった。ここでいう財政状態変動表と資金計

算書が全ぐ同じものかどうかは多分に定義の問題である。すなわち，伝統的

な資金計算書を現金ないしは運転資本の変化をもたらした取引のみを表示す

る計算書と定義すれば，財政状態変動表は伝統的資金計算書に含まれない

取引を収容しうる点で特徴を有することになる。また，期聞中の投資および

財務活動をできるだけ総額で示そうとするのが財政状態変動表であるとみな

せば，それは初期の資金計算書と異なることになるのである。現金収支計算

書あるいは資金繰表（Cash　fl。w　statement，　Statement　of　cash　receipts

and　disbursements）は必ずしも全面的に財政状態の変動を表示しようとす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
る意図に出ていない点で財政状態変動表とは区別されよう。

　本稿ではこれら資金表の目的がこれまでどのように考えられてきたかを，

（2）　Loyd　C．　Heath，　Financial　Reporting　and　the　Evaluation　of　Solvencor，　1978．

　鎌田信夫，藤田幸男共訳『財務報告と支払能力の評価』国元書房，昭和57年。

（3）染谷恭次郎，「資金会計の基礎概念」，黒沢清責任編集，体系近代会計学W『資金会

　詳論』，中央経済社，昭和55年，p．24．

（4）　APB　Opinion　No．　19，　Reporting　Changes　in　Financial　Position，　1971．

（5）　W，　A　Paton　and　W．　A．　Paton　Jr．　Corporation　Accounts　and　Statements，

　1955，　p．　440．
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財政状態変動表の目的　91

財務諸表の目的の階層性に着目しながら，米国の文献を手がかりに発展史的

に整理することを試みる。このことは対立する目的と共存しうる目的を選り

分けることに貢献しよう。様々な目的のどれが選択されるべきでどれが選択

されるべきでないかを論ずるのは本稿の課題ではない。

2．財務諸表の目的の階層性

　これまで様々に述べられてきた財政状態変動表の目的を整理するにあたっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛6＞
ては，米国で展開された財務諸表の目的に関する議論を参考にすることがで

きるであろう。企業の公表財務諸表のなかに財政状態変動表が含まれる場合

には，それは他の財務諸表と協同して財務諸表が全体として果たそうとする

目的に奉仕しなければならない。したがって，財政状態変動表の目的を考察

する場合にも，この一連の動きを無視することはできないのは当然である。

財務諸表あるいは財務報告によって何が果たされるのかを先ず明らかにし，

その合意を得た上で，それを達成する手段としての会計諸基準に結び付けて

行こうとする考え方は，米国においてこの10年間に広く受け入れられて来て

（6）これに先鞭を付けて財務諸表の目的を体系的に扱ったのがAICPAの通称True－

　blood　Reportと呼ばれる報告書である。　AICPA，　Objectives　of　Finαnciαl　State－

　ments：　Report　of　the　Study　Group　on　the　ObJ’ectives　of　Financial　Statements，

　1973．川口順一訳『アメリカ公認会計士協会財務諸表の目的』同文舘，昭和51年．

　　その他，目的を階層的に捉えることを扱っている文献として次のものを参照された

　い。Richard　M．　Cyert　apd　Yuji　Ijiri，　A　Framework　for　Developing　the　Objec－

　tives　of　Financial　Statements，　Obj’ectives　of　Financial　Statements，　AICPA

　Selected　Papers，　Volume　2，　1974，　pp．　30－35．　G．　H，　Sorter　and　Martin　Gans，

　Opportunities　and　lmplications　of　the　Report　on　the　Objectives　of　Financial

　Statement，　Studies　on　Financial　Accounting　Objectives：1974，　Supplement　to

　Journal　of　Accounting　Research，　pp．　IN12．　Hector　R．　Anton，　Objectives　of

　Financial　Accounting：　Review　and　Analysis，　The　Journal　of　Accountancy，

　January　1976，　pp．　40一“’51，
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　　（7）

いる。

　米国で展開された財務諸表の目的に関する議論から感知しうることは，財

務諸表の目的にはいくつかの階層がある，ということである。ただ，どの

ような階層をどのように配するか，およびそれらに如何なる名称を付ける

か，については，論者の間で意見の一致を見ていない。しかし様々な目的を

階層的に捉えようとする接近法は，目的を体系的に整理する上で有力な手法

となっている。

　目的が階層関係にあることは次のように考えれば容易に納得がいこう。す

なわち，財務諸表それ自体は情報伝達の手段でありそれ自体は目的を持たな

いのであるが，それを作成する側の目的とそれを利用する側の目的が存在し

うるし，その両目的が連続的につながらないので，中連に位置する目的の記

述を認めなければならないからである。

　財政状態変動表の発展の過程で様々な目的が述べられて来たが，それらは

必ずしも相互に排除しあうものではない可能1生もある。このような場合にそ

れらを整理するには，目的がいくつかの異なる階層で述べられることを認め

ることが不可欠である。さらにそれらに便宜的な名称を付すことも有益であ

る。「問題とされている目的のこのレベルが知られないのであれば，議論は混乱
　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
して分かりにくいものになるであろう。」

　財政状態変動表の目的を考察するにあたって，ここでは，（1）基本目的，

②分析目的，（3）作成目的，の三つの目的の階層を区別をしておきたい。ここ

でいう基本目的はアントンのいう基本目的（Basic　Objective）に，分析目

的は同じく明確化目的（Specifying　Objective）に，作成目的は履行目的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
（lmplementing　Objective）にそれぞれ相当する。

（7）　Kenneth　S．　Most，　Accounting　Theory，　Second　ed．　1982，　p，　147．

（8）Cyert＆Ijiri，前掲論文，　p．30．

（9＞Anton前掲論文。この三つの目的階層を含めてアントンは次のような目的の階層を
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財政状態変動表の目的　93

　（1）　基本目白勺

　基本目的とは，財務諸表の利用者の立場に立って，彼等が基本的に如何な

る情報を欲しているかを，一般的な言葉で要約したものである。基本目的は

利用者にとっては大前提になるのであるから，これを出発点として目的の階

層の最上位に位置させる。これは作成者から見れば究極目的を意味する。

　基本目的についてはすべての財務諸表が協同して果たさなければならない。

たとえば，「財務諸表の種々の利用者がその企業に関する経済的意思決定をな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
すにあたって有用な情報を提供すること」というのは，この意味での基本目

的を表明している。ここで意思決定とは，投資家によるseH－hold－buyの意

思決定，および，債権者による信用授与にかかわる意思決定であると解され

ている。

　いまひとつ基本目的として可能性のあるのは「受託会計責任を解除する
　　　　　　　　　　　（ll）
ための情報を提供する」というものである。経済的意思決定が将来を指向

するのに対し，，会計責任は過去を指向する。今日では，受託会計貴任より

は，利用者による意思決定の方を重視するのが当然のように受け止められて

　示す。

　　　L基本目的（Basic　objective）

　　　2．識別目的（ldentifying　objectives）：情報の利用者の識別

　　　3．明確化目的（Specifying　objectives）：必要情報の明確化

　　　4．履行目的　（lmplementing　objectives）

　　　5．命令的勧告（Specific　imperative　recommendations）

　　2．の識別目的は，会計情報の主要な利用者とその利用を識別する。「財務諸表の目的

　は投資家および債権者が彼等に対する潜在的なキャッシュフローの額，タイミングお

　よびそれに伴う不確実性を予測し，比較し，評価するのに役立つ情報を提供すること

　である」という叙述は，情報の利用者とその利用の仕方を特定する効果を持つ。

　　5．の甲州勧告は，緩行目的を達成するために必要とみなされるより具体的な手続き

　を規定する。「財務諸表は時価を表示すべきである」，「資産および負債は流動と固定に

　区別されなければならないJは，この例である。これは作成指針と呼んでよかろう。

（10）　APB　Opinion　No．　19．

（11）Cyert＆Ijiri，前掲論文。彼等は会計責任を基本目的に据えた財務諸表の目的の

　体系を構築しようと試みた。
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いる。これは，会計情報の利用の重点が，過去指向から未来指向へ移行した
　　　　　　　　　　　　　（12）
ことがその背景になっている。しかし，会計責任を果たすことは，今日でも，

会計報告の重要な目的であることに変わりはないであろう。

　②　分析目的

　基本目的の下に，分析目的と呼ばれうる目的の階層を認めることができる。

分析目的は基本目的よりはより具体的かつ手続的内容を指示する。これは基

本目的を達成するために必ず考慮しなければならない「診断の要点」のよう
　　　　　　（13）
なものである。
　　　　　　　　　　　　　（14）　｛15）（16）
　たとえば，「将来利益の予測」，「支払い能力の判定」，「利益と資金の関係の
　（17）（18）

説明」などという目的は，基本目的よりは，より焦点が絞られた目的であり，

より操作的傾向をおびる。とはいえ，こういつた判断に必要な情報は財務諸

表から直接に読み取れるものではない。それは財務諸表の利用者が財務諸表

などを分析し解釈をして初めて基本目的に結びつけられる性格のものである。

それゆえ，これらに分析目的という名称を付すことが許されるであろう。

　この階層にある収益力予測の立場と，支払能力予測の立場および，利益と

資金の関係の説明の立場は必ずしも相互に排除しあうものではない。しかし，

（12）　George　O．　May，　Financial　Accounting：A　Distillation　of　Experience，　1943，

　pp．19～24．，木村重義訳『G，　O．メイ財務会計』同文舘，昭和45年，　pp．22～27．

（13）Gilmanはこのような事項に対し，　Common　business　aillmentsという概念を当て

　ている。Stephan　Gilman，　Ana　lyz　ing　FinanciαI　Statements，　Revised　ed．，1934，

　pp．　12N25．

（！4）　C．　T．　Horngren，　Security　Analysts　and　the　Price　Level，　The　Accounting

　Review，　October　1955，　pp．　575N581．

（15）　A．　B．　Carson，　A　“Souce　and　Application　of　Funds”　Philpsophy　of　Finan－

　cial　Accounting，　The　Accounting　Review，　April　1949，　p，　161．

（16）Heath前掲書．

（17）　Paul－Joseph　Esquerr6，　1）ractical　Accounting　Problemes，　Partll，　／922，

　pp．　13一一21．

（18）Hector　R．　Anton：Accounting　for　the　Flow　o／Funds，1962，　p．5．鎌田信夫・

　森藤一男訳『資金計算の理論』ダイヤモンド社，昭和39年，p．10．
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利用者グループを特定すれば，それらのウエイトは明らかになる。たとえば，

投資家は「将来利益の予測」の方に重点を置くであろうし，債権者たる金融

機関は「支払い能力の判定」の方を重視すると考えられる。

　（3）作成目的

　作成目的とは，それぞれの財務諸表が計算表示しようとする内容を要約的

に表現した目的の記述である。これは目的の階層の中でも最も作成者の側に

近寄ったもので，会計手続きの範疇の最終目標である。

　これは，利用者の側から見れば，いかなる種類の計算書が欲しいかを指示

する性格を帯びた目的の規定である。またこれを作成者の側から見れば，作成

すべき計算書の大枠の様式を定める目標としての役割を果たす。この目標は最

終目的を達成するための中間目的あるいは小目的として位置づけられる。そ

れゆえ，この目的の階層に対して，作成目的と名づけることができよう。

　　　　　　　　　　　　　（19）　（19）　（20p　たとえば「経営成績を示す」，「財政状態を示す」，「財政状態の変動を示す」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）
とか「運転資本の変化の原因を明らかにする」とか「資金の移動を明らかに

　　（22）　（23）する」とか「財務活動と投資活動を要約する」とかいう目的の記述は，作成

する財務諸表を限定する役割を持つという意味で，作成目的を表わしている

と解せられる。

　以上を要約して財務諸表の目的の階層を図式的に示せば次の図一1のよう

になろう。

（19）我国『企業会計原則』の損益計算書原則一，および，貸借対照表原則一。

（20）日本公認会計士協会会計制度委員会，「財政状態変動表について」昭和53年，JICP

　ANews，　No．250，これは，小川洌編『現代資金会計の動向』国元書房，昭和58年の

　巻末付録IVに採録されている。

（21）　H．　L．　Kunze，　A　New　Form　of　Funds　Statement，　The　Accounting　Revietv，

　June　1940．　p．224．

（22）染谷恭次郎著『資金会計論』中央経済社，1973年，p，29．この先駆的書物において

　も資金計算書の目的は二つの階層でとらえられている。さらに，主目的と副次的目的

　の区別がなされている。

（23）　APB　Opinion　No．　19．
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図一1

利用者
情報要求

1．意思決定

2．受託会計責任

1．将来利益（収益力）

2．支払能力

3．利益と資金の関係

　　　　作成者
情報提供

作　成　目　的

1．財政状態

2．経営成績

3．財政状態の変動

　運転資金の変動
　　資金の移動

　現金収支

　この図の上半分は，会計情報の送り手（作成者）と受け手（利用者）から

なる伝達プロセスを示している。この伝達プロセスの作成者と利用者の中間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）
に，証券分析家などの中間的解読者を介在させるともできる。彼らは専ら分析

目的に関する解釈情報を提供するので，各目的に関する責任分担がいっそう

はっきりしよう。すなわち，利用者一基本目的，中間的解読者一分析目的，作

成者一作成目的，という守備範囲が浮び上ってくるであろう。

3．資金計算書の諸目的

　このような目的の階層と分類を踏まえて，この計算書の発祥の地である米

国において，この計算書の目的観がどのように表明されてきたかを，以下に

発展史的に整理をしてみよう。

　（1）初期の目的観

　1898年に実施されたニューヨーク州のCPA試験問題の中に資金計算書の

目的を考察する上での重要な資料が現れている。そこでは，連続する二期の

（24）中間的解読者の位置づけについては，原田満範稿「会計概念フレームワークの諸

　相」，『会計』，第127巻第3号，pp．45～69を参照されたい。
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財政状態変動表の目的　97

貸借対照表と若干の補足資料が与えられて，次のことが要求された。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）
　　　「稼得された利益がどのようになったのかを説明する計算書を作成せよ」

後になってエスケレ（Paul－Joseph　Esquerr6）がその解答を示しているが，

それは特殊な純額財政状態変動表の形式を用いて，留保利益が諸資産に投下

された様を示すことを意図している。ここから，資金計算書が作成される理

由の一つを伺い知ることが出来る。ごれは分析目的の表明である。

　1908年にコール（W．M．　Cole）が作成した，Where　got－Where　gone　State一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛26）
mentは，資金計算書の先駆的形態としてよく知られている。これは純額財

政状態変動表の典型である。この計算書の利用に言及して，コールは，次の

ように述べている。これも分析目的の表明である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2の
　　　「これによって一般的支払能力の変化を知ることが出来る」

　1921年に，ブイニー（E．H．　Finney）は，　Journal　of　Accountancy誌上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛28）
に資金計算書にかかわる問題の解答と解説を示した。その問題はつぎのこと

を要求していた。

　　　　「資源の源泉と運用を示す計算書を作成せよ」

これは作成目的を規定していると解される。

　これに答えたフィニーの計算書では，資金フローを総額で原因別に表示し

ようとする意図が見受けられる。すなわち，それは，一方で，営業活動およ

びその他の財務活動から資金が調達され，他方で，それが投資等に運用され，

残余は運転資本の増加に当てられるという形式の一種の運転資金計算書であ

（25）Esquerr6前掲書：，　p．21．この問題はEsquerr6前掲書に採録されている。なお，

　この問題とエスケレによる解答と解説については，拙稿「黎明期の資金計算書一1898

　年ニューヨークCPA試験をへの出題とエスケレによclFる解答一」，『産業計理』Vol．46．

　No，1，1986　pp．　96　一102．を参照されたい。

（26）　W．　M．　Cole，　Accounts：　Their　construction　and　lnterpretation，　1908．

（27）Cole上掲書，　p．102．

（28）　H．　A．　Finney：　Students’　Department，　The　Journal　ofAccountancy，　July　1921，

　pp．　64rw　67．
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　　（29）

つた。

　ブイニーはこの計算書の目的には触れなかった。しかし，運転資本の変化

を区分表示したことから，このタイプの計算書の目的に関して一つの解釈を

与えることになった。それは，運転資本を，流動比率の実数による表現と見

て，運転資本の変化の原因を説明する資金計算書は流動性の変化に関する情
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3e）
報を提供することを目的とする，という解釈である。この解釈は分析目的の

階層での目的の表明である。

　（2）発展期に現われた目的観

　1940年代の初頭には，現金資金計算書，運：転資本資金計算書および総資産

資金計算書の三つのタイプの資金計算書の存在が知られていた。この状況の

中でその中から一つのタイプの資金計算書を選択するために，「資金計算書

の目的」が利用された。たとえば，クンツ（Harry　Kunze）は次のように述

べている。

　　　「この計算書の目的は，どちらかといえば，運転資本項目の増加と減少を示
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛31）
　　すことによって，貸借対照表の流動区分の変化を説明することである。」

同様にマイヤー（John　N．　Myer）も次のように述べている。

　　　「この計算書の唯一の目的は運転資本の変化の分析を提供することであるか

　　ら，運転資本に影響を与える会計取引にもとつかないいかなる貸借対照表の変
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）
　　化も，この計算書から排除されるべきである。」

これらは「目的」を作成目的の階層で捉えていたと言うことができる。

　第二次世界対戦後の1940年代の後半には，資金計算書のより具体的な利用

目的が探求されるようになる。セリー（Clifford　N．　Sellie）は，保守的な

（29）ここに，一種の運転資金計算書というのは，運転資本のみならず繰延資産の変化の

　原因を説明する形式がとられていたからである。

（30）Rosen　and　DeCoster，前掲論文，　p．128．

（31）Kunze前掲論文，　p．224．

（32）　John　N．　Myer：　Statement　Accounting　for　Balance　Sheet　Changes，　The　Ac－

　counting　Review，　January　1944，　p．　32，
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利益分配政策にもかかわらず，営業規模の拡大に伴う必要運転資本の増加ゆ

えに，某会社が脆弱な財務構造ときわどい利益マージンのもとで営業をして
　　　　　　　　　　　　（33）
いることを示そうとした。また，マッカーシィー（George　D．　McCarthy）

は，利益が上がっていても戦時中に抑えられていた設備投資を拡大するため
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）
に配当を抑制しなければならない事情を，資金計算書を用いて示そうとした。

　当時にあっても，硫動性分析との係わりで資金計算書を位置づけようとす

る考えかたは強い。たとえば，1949年に，カーソン（A．B．　Carson）は，当時

の資金計算書の目的を流動性分析との関係でとらえ，次のように述べている。

　　　　「財務会計，財務報告，および財務分析は伝統的に運転資本に相当の注意を

　　払って来た。流動資産および流動負債は，通常，貸借対照表においてよく目立

　　つような形で示される。流動状況を測定し判断すべく数多くのルール，基準，

　　比率および回転率が工夫されてきた。資金計算書はこれの一歩進んだ情報を提

　　供する。それは次のような基本的な質問：運転資本はどこからどのようにして

　　得られたのか，そしてどのように利用されたのか，に対する答えを提供するの
　　　　　　（35）

　　である。」

これは分析目的階層での目的の表明であることは明らかである。

　また，1954年に，カーソンは，資金計算書を用いて，インフレーション下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）
における報告利益の歪みを簡便に計算することが出来ることを示した。これ

などは，資金計算書の特殊な利用方法に属すると言えるであろう。

　1955年に，ホーングレン（Charles　T．　Horngren）は，証券分析家による

（33）　Clifford　N．　Sellie，　Fund　Statement　Terminology，　The　Accounting　Review，

　April　1943，　pp．　159N164．

（34）　G．　D．　MaCarthy，　Funds　Statement　Can　Make　Financial　Statement　Easier

　to　Understand，　The　Journal　of　Accountancy，　April　1948，　pp．　309N311，

（35）Carson前掲論文，　p．161．

（36）　A．　B．　Carson，　A　Fund－Change－Statement　Approach　to　the　Calculation　of

　Inflationary　Distortion　in　lncome　Mesurement，　The　Accounting　Review，　July

　1954，　pp．　378一一382．
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資金計算書の利用を調査して，証券分析家が企業に関する意見を形成するう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）
えで資金計算書が重要な役割を演じていることを明らかにした。彼の立場を

要約すれば次のようになる。

　　　　たとえば，資金計算書によって企業の設備投資の額が分かれば，それを他企

　　　業と比較することによって当該企業の将来の競争的地位を評価するのに役立っ。

　　　また，資金計算書によって，企業の調達資金が外部からの借入によるものなの

　　　か自己金融によるものなのかが分かれば，それを将来の金利負担を予測する材

　　　料とすることができる。さらに，資金計算書によって，企業が稼得した利益を

　　　どの程度配当にまわすかを推測することも可能である。これらは，企業の将来
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛37）
　　　の株価を予測する上で有益な材料となる。

やはりこれも一つの分析目的の表明であるが，意思決定という基本目的も含

まれている。

　アントン（Hector　R．　Anton）は1962年に著わした著書の中で会計責任を

果たす手段としての資金計算書の利用に目を向けて，次のように言う。

　　　　「利益の留保は，経営者によってなされた，株主に『所有されている』財産に

　　ついての意思決定であるから，このような利益留保の正当性が充分に説明され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38｝
　　なければならない。このための主要な報告上の工夫が資金計算書である。」

　　　　「外部報告書としての資金計算書は，優れたPRの手段である。それは理解

　　しにくい会計報告書を説明するのに役立っ。資金計算書は，そのことを，貸借

　　対照表における重要な変化を解説し，また，利益処分の内容を説明することに
　　　　　　　　　　　　　闘
　　よっておこなうのである。」

これは基本目的としては会計責任，分析目的としては資金と利益の関係の説

明を考えていたといえる。

（37）Horngren前掲論文，　pp．575　・一　581を参照。

（38＞Ant。n前掲書，　p．5．同訳書p．10参照。

（39）同，p，46．同訳書p．71参照。
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　（3）財政状態変動表概念の登場

　財政状態変動表は資金の広義概念と結びつく。初期の資金計算書で暗黙の

うちに採用されていたのは広義資金概念であったと考えられる。しかし，当

時は資金概念については曖昧なままであった。資金の定義を明確に意識しな

がら広義概念が提唱されるようになるのは1950年代になってからであった。

　1951年に，ゴールドバーグ（Luis　Goldberg）は，運転資本に影響を与え

ない重要取引が表示されない，積極項目と消極項目のプールである運転資本

は分かりにくいとして，伝統的資金計算書を批判した。ゴールドバーグは次

のように述べている。

　　　　「この重点の移行（資金を広義に資源と見倣すことから運転資本と見倣すこ

　　とへの移行一佐台目）は誤った方向のものであり，初期の概念の方がより説
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40｝
　　得力があり，より満足のいくものであり，より合理的である。」

　この主張の背後には「流動性の表現としての運転資本」の変化を説明する

計算書を否定しようとする考え方があった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41｝
　1961年に，AICPAは会計調査研究第2号を出して，資金計算書とそれに

関連する概念について調査と勧告を行なった。会計調査研究第2号は，上記
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛42）
の彼等の主張を汲み上げて広義資金概念を採用すべきことを勧告した。流動

性目的は後退した。1963年に公表されたAPB意見書第3号は資金計算書の

目的を明確に定義していないものの，広義資金概念を採用している。

　　　　「会社がどこから資金を得て何処に使ったかに関する情報は営業および投資

　　意思決定の双方に影響する種々の目的にとって有用であろう。この情報のうち

　　のあるものは財務諸表から明らかである。資金運用表が役に立つのは，それが

（40）　Luis　Goldberg，　The　Funds　Statement　Reconsidered，　The　Accounting　Re－

　view，　October　！951，　pp．　485一一491．

（41）　Perry　Mason，　“Cash　Flow”　Analysis　and　The　Funds　Statement，　AICPA

　Accounting　Research　Study　No．2，1961．染谷恭次郎監訳，武田安弘・高橋久夫

　共訳『キャシュフロー分析と資金計算書』中央経済学，昭和38年。

（42）同，P．90．同訳書，　P．137．
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　　財務諸表から通常得られない別の種類の情報を表示するからであり，また資金

　　　の情報に関するまとまった情報を表示するからである。資金運用表は損益計算

　　　書にとって代わることはできない。しかしそれは，事実として生じ其れ自体意

　　味の有る特定の諸取引，すなわち資金の流れに影響を及ぼす諸取引に関して有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（43｝
　　益にして意義のある要約を提供することができる。」

これは資金会計情報の一般的存在意義と，営業および投資意思決定への役立

ちを認める叙述である。これは基本目的の表明とみてよいであろう。

　1971年に公表されたAPB意見書第19号は，資金計算書の目的に関する独

立の項を設けている。その第4パラグラフで次のように述べているのは作成

目的の表明である。

　　　　「資金計算書の目的は，（1）企業が一期間に営業活動から生み出した資金の額

　　　を含めて，当該主体の資金調達および投資活動を要約し，そして，（2＞当該期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44
　　中の財政状態の変化の開示を果たすことである。」

また，同じパラグラフで次のように述べているのは基本目的の表明である。

　　　　「資金計算書で示される情報は，財務諸表の種々の利用者がその企業に関す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45｝
　　　る経済的意思決定をなすにあたって有益である。」

　APB意見書第19号では分析目的に関する記述が欠けている。したがって

この点は推測するしかない。しかし，意見書下19号が利用者として投資家を

第1に位置付けており，債権者による支払能力の判定での利用は全く強調さ

れていないところがら，この分析目的はホーンーグレンと同じ立場とみなしう

る。さらに，「財政状態変動表」が，全ての財務活動と投資活動を網羅しうる

タイプの計算書であることは，このことと符合する。Trueblood　Reportの

次の記述はその見方を補強する有力な根拠となろう。

（43）　APB　Opinion　No．　3，　The　Statement　of　Source　and　Application　of　Funds，

　1963．目的に関する叙述は第4項および9項に存在する。
（44）　APB　Opinion　No．　19．　para．　4．

（45）　APB　Opinion　No．　19，　para．　4．
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　　　「目的の一つは，企業の収益力を予測し，比較し，そして評価するのに有益

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4　6）
　　な財政状態変動表を提示することである。ゴ

　（4）近年の動向

　ところが，このAPB意見書第19号に明示的にあるいは暗黙のうちに認め

られている財政状態変動表の目的観は，1970年代後半には，支払能力の判定

を重視する立場から批判されるところとなった。

　ピース（Loyd　C．　Heath）は，次のように主張した。

　　　　「（APB意見書第19号の財政状態変動表では）フィニーの頃の初期の目的で

　　あった会社の負債返済能力の大きさの変動を説明することによって支払能力の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4　7）
　　評価に有用な情報を提供するということは忘れられてしまった。」

さらにピースは支払能力の評価のためには運転資本概念は不適切であると批
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48）
判した。現金概念への選好は実務家の間でも広まって行った。

　APBに変わったFASBはAPB意見書第19号の見直しにがかった。FASB
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（49）
は，独自の財務報告の目的の体系を明らかにした。そこでは，APBと異な

り，財政状態変動表ではなく現金フロー計算書が採用され，しかも異なった目

（46）前掲Trueblood　Report，目的9．

（47）Heath前掲書．

　　ピースは，負債返済能力に関する情報を提供する計算書としての資金計算書を念頭

　に置いていたと考えられる。それは，彼が資金計算書の目的について次のように述べて

　いることからも明らかである。「資金計算書のレリバントな目的の一一つは，負債返済能

　力のある種の測定値の変化を報告することである。」Loyd　C．　Heath，　Let’s　Scrap

　the　Funds　Statement　The　Journal　of　Accountancy，　October　1978，　p．　97．

（48）このことは1980年代になってFE工（Financial　Executives　Instituteによって行な

　われたアンケートにはっきりと現れている。Allen　Seed皿，　The　Funds　Statement，

　Structureαnd　Use．1984，　p．27，1980年には運転資本基準52％，現金基準27％であ

　つたが，／981～1982年にその関係が逆転し，1983年には，運転資本基準23％，現金基

　準57％になるであろうという調査結果が出ている。なおSeedの調査については武田安

　弘稿「資金計算書の基本問題一最近における資金計算書の動向に関連して一」愛知学

　院大学論叢『商学研究』第31巻第2号（ユ986年），pp．183一一223．を参照されたい。

（49）　FASB　Statement　of　Financial　Accounting　Concept　No．　1，　Objectives　of　Fi－

　nancial　Statement　by　Business　Enterprise，　November，　1978，
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的の側面が強調されながら位置付けられることになった。その基本的方向は

支払能力の観点の重視および現金フローの重視であった。

　FASBの現金フロー計算書が「現在および潜在的投資家，債権者その他

が合理的な投資および与信のような意思決定をなすのに有用な情報を提供す
　（50）

る」ことを基本目的として戴くことはAPBの財政状態変動表の場合と変わ

らない。しかしFASBはそのための中間目的として「企業のおこりうる正

味キャシュ・フローの額，時期および不確実性を評価するのを助ける情報を
　　　　　　　（51）

提供すること」を強調する。ここでは利用者の分析の要点である「企業の

収益力」とか「流動性」とかに関する位置付けは目的の階層から事実上外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（52）
されている。それらは個々の財務諸表にからめて言及されるに過ぎない。

　1984年12月に公表されたFASB概念ステートメント第5号は現金フロー

計算書の役立ちを次の様に言う。

　　　　「それは，負債を返済し，配当を支払い，営業能力を維持あるいは拡大する

　　ために再投資すべき現金を営業活動を通して生み出す企業の活動に関して：負

　　債および持分の双方に係わる財務活動に関して：および現金の投資あるいは消

　　費に関して有益な情報を提供する。企業の当期の現金受領と支払いに関する重

　　要な利用には，企業の流動性，財務弾力性，収益性およびリスクの評価を助ける
　　　　　　　　　　（53）
　　ことが挙げられる。」

　明らかにここでも，現金フロー計算書の役立ちは流動性評価との関係で位

置付けられている。ただし，このステートメントでは収益性の評価への役立ち

が付け加えられていることには注目してよいであろう。これは，現金フロー

（50）同，para．34．

（51）同，para．37．

（52）この点については拙稿「FASB現金フロー計算書の目的」『岡山大学経済学会雑誌』

　第17巻3．4。合併号，pp．481～493を参照されたい。

（53）　FASB　Statement　of　Financial　Accounting　Concept　No．　5：　Recognition　and

　Measurement　in　Financial　Statements　of　Business　Enterprises，　December

　1984，　para．　52，
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情報が利益情報を補足する効果を期待してのことである。これに関してFASB

は次のように説明する。

　　　「発生主義会計で測定された利益も包括利益も営業活動からの現金と同じで

　　はないので，現金フロー計算書は期間利益あるいは包括利益と現金収支の金額，

　　原因および時間的間隔に関する重要な情報を提供する。利用者は通常，期間利

　　益あるいは包括利益と関連する現金フローとの関係を評価するにあたってその
　　　　　　　　　（54｝
　　情報を考慮する。」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（55）
　ただしFASBは現金フローを間接的に把握する余地を残している。その

場合は現金フロー計算書といえども従来の財政状態変動表の一類型と同じ計

算書が規定されることになる。この点については近いうちに公表されるであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（56）
ろう『基準（standards）』を待って見届けるしかない。

4．結

　財政状態変動表，伝統的資金計算書，現金フロー計算書は広い意味ではい

ずれも資金の運動を計算し報告するという点で同系統の計算書である。しか

しその目的は時代によって異なった側面が強調されて来ている。基本目的の

階層では会計責任を果たすという見方から意思決定への役立ちが重視される

ようになった。分析目的の階層でも同様で，たとえば，財政状態変動表は

APB時代には将来利益の予測の側面が強調されたが，それがFASB時代に

は財政状態変動表という捉え方は退けられ，代わって，現金フロー計算書概

念が全面に押し出され，その時，将来利益の予測の側面は後退し流動性，財

（54）同，para．53．

（55）同，para．52において，現金フロー計算書は現金収支を「直接的あるいは間接的に

　反映する」とのべている。
（56）Cash　Flow　Reportingに関する基準作りのためのFASBのTask　Forceの初会

　合が1985年6月21日に持たれた模様である。
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務弾力性の概念が重視されるに至っている。作成目的の階層では，運転資本

の変化の報告，財政状態の変化の報告，現金フローの報告というように変遷

を見せている。財政状態変動表の目的を発展史的に検討することにより以上

のようなことが洗い出されるのである。

　これらの諸目的のうち，同一階層に属するものについてはなんらかのウエ

イトづけがなされる必要がある。「しかし，所属階層の異なるものについては，

より高次の目的とそれを果たす手段の関係として併存すると考えられている

ものもあることは注意を要しよう。

　また，ローゼンとデコスターは，「一つの計算書」にこれらの目的を果たす

ことが託されてきた，というが，しかし，これらのことが託されてきたのは

「一つの系統の計算書」であるとは言えるものの，それを，「一つの計算書」

というのは適切ではないであろう。運転資本の変化を報告しようとする計算

書，財政状態の変化を報告しようとする計算書，現金フローを報告しようと

する計算書はそれぞれ異なる作成目的を持った計算書だからである。ここで

は，次々とその力点を変化させながらもこの系統の計算書が企業の財務内容

を理解する上で有用な計算書と見倣されて来たという事実は強調されてよい

であろう。

　各目的階層でどの目的を重視するかは財務会計の概念的枠組に密接に関係

している。とくに作成目的の階層でどの目的を取るかは概念的枠組の中心概

念の選択と深く係わっている。この点は稿を改めて論ずることにしたい。
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